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  （百万円未満四捨五入）

１．平成28年３月期の連結業績（平成27年４月１日～平成28年３月31日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）
 
  売上収益 営業利益 税引前利益 当期利益 

親会社の所有者に 
帰属する当期利益 

当期包括利益 
合計額 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

28年３月期 141,570 4.2 2,645 △58.6 2,776 △55.7 1,119 △68.8 1,086 △69.1 △5,195 － 
27年３月期 135,849 3.1 6,388 53.6 6,272 58.9 3,592 90.7 3,513 93.0 9,857 38.5 

 

  
基本的１株当たり 

当期利益 
希薄化後 

１株当たり当期利益 
親会社所有者帰属持分 

当期利益率 
資産合計 

税引前利益率 
売上収益 

営業利益率 
  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

28年３月期 10.71 10.71 1.0 1.6 1.9 
27年３月期 34.65 34.65 3.1 4.1 4.7 

 
（参考）持分法による投資損益 28年３月期 － 百万円   27年３月期 － 百万円 

本ページ以外では「税引前利益」「親会社の所有者に帰属する当期利益」を「税引前当期利益」「親会社株主に帰属する当期利益」と表示して

います。「基本的1株当たり当期利益」「希薄化後１株当たり当期利益」は、「親会社の所有者に帰属する当期利益」を基に算定しており、本ペ

ージ以外では「基本的１株当たり親会社株主に帰属する当期利益」「希薄化後１株当たり親会社株主に帰属する当期利益」と表示しています。 

（２）連結財政状態 

  資産合計 資本合計 親会社の所有者に 
帰属する持分 

親会社所有者 
帰属持分比率 

１株当たり親会社 
所有者帰属持分 

  百万円 百万円 百万円 ％ 円 銭 
28年３月期 191,033 110,919 109,952 57.6 1,084.43 
27年３月期 154,738 117,944 116,882 75.5 1,152.75 

本ページ以外では「親会社の所有者に帰属する持分」を「親会社株主持分」、「親会社所有者帰属持分比率」を「親会社株主持分比率」と表示

しています。 

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

  
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
  百万円 百万円 百万円 百万円 

28年３月期 6,481 △22,543 16,127 30,034 
27年３月期 3,589 △3,763 △2,616 31,645 

 

２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

親会社所有者
帰属持分配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
27年３月期 6.00 6.00 6.00 6.00 24.00 2,433 69.3 2.1 
28年３月期 － 12.00 － 12.00 24.00 2,433 224.1 2.1 
29年３月期（予想） － － － － －   －   
平成29年3月期の配当予想額については未定です。 
 
３．平成29年３月期の連結業績予想（平成28年４月１日～平成29年３月31日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）
 
  売上収益 営業利益 税引前利益 親会社の所有者に 

帰属する当期利益 
基本的１株当たり 

当期利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 
第２四半期（累計） 95,600 37.1 2,400 △5.3 2,000 △42.3 850 △62.9 8.38 

通期 197,000 39.2 7,600 132.9 6,800 145.0 4,300 295.9 42.41 
[重要]当社は平成29年3月期から経営の実態をより適切に表示するため、売上収益から売上原価ならびに販売費及び一般管理費の額を減算して 
   算出した指標である「調整後営業利益」を「営業利益」欄に表示しています。なお、平成28年3月期の「調整後営業利益」は3,263百万円 
   です。 



※  注記事項 
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

新規  －社  （社名）－、除外  －社  （社名）－ 

 
 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更 

①  ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更：無 

②  ①以外の会計方針の変更                ：無 

③  会計上の見積りの変更                  ：無 

 
 
（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 28年３月期 123,072,776 株 27年３月期 123,072,776 株 

②  期末自己株式数 28年３月期 21,681,248 株 27年３月期 21,678,750 株 

③  期中平均株式数 28年３月期 101,392,633 株 27年３月期 101,395,854 株 

 

 

（参考）個別業績の概要 

１．平成28年３月期の個別業績（平成27年４月１日～平成28年３月31日） 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

28年３月期 82,334 △8.7 △1,133 － 1,631 △52.1 △1,078 － 
27年３月期 90,163 3.6 2,397 △0.3 3,405 △5.1 3,150 73.8 

 

  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 
28年３月期 △10.64 △10.64 
27年３月期 31.07 31.07 

 
（２）個別財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
  百万円 百万円 ％ 円 銭 

28年３月期 155,776 102,943 66.1 1,014.99 
27年３月期 126,010 106,000 84.1 1,045.43 

 
（参考）自己資本 28年３月期 102,911 百万円   27年３月期 106,000 百万円 

 
 
※  監査手続の実施状況に関する表示 

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、連結財務諸表に対する監査手続

が実施中です。 

 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基

づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件等については、2ページ「経営

成績に関する分析」の［次期の見通し］をご覧ください。 

・決算補足説明資料は、平成28年５月10日(火)に当社ホームページに掲載いたします。 

・当社は、平成28年５月11日(水)にアナリスト向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布する決算説明資料については、開催後速

やかに当社ホームページに掲載する予定です。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析

 

（１）経営成績に関する分析 

 

［当期の経営成績］ 

 当期の売上は、日本においては前期末までの住宅投資減速の影響が残り、また、ロシアをはじめとし

た新興国の多くは通貨安や原油安の影響から厳しい状況となりました。しかしながら、ロシアを除く欧

州においては概ね回復基調で推移し、北米においては景気回復とともに住宅投資も増加傾向を示し堅調

に推移したことなどから、売上収益は1,415億７千万円（前期比４％増）となりました。 

 

 利益面においては、収益性の高い新製品をはじめ高付加価値製品の拡販やコスト削減に努めたもの

の、営業利益に最もインパクトのあるユーロと米ドルのクロスレートが悪化したこと、構造改革の一環

で不採算工場等の閉鎖を決定しその費用を計上したこと、さらには将来の成長のためドイツ電動工具メ

ーカー「メタボ社」を買収しその関連費用を計上したことなどから、営業利益26億４千５百万円（前期

比59％減）、税引前当期利益27億７千６百万円（前期比56％減）、親会社株主に帰属する当期利益10億

８千６百万円（前期比69％減）となりました。なお、売上収益から売上原価ならびに販売費及び一般管

理費の額を減算して算出した指標である「調整後営業利益」は、32億６千３百万円（同54％減）となり

ました。 

 

 

［セグメント別状況］ 

①電動工具事業 

 日本においては、業界初の２年保証付高容量6.0Ahリチウムイオン電池の市場浸透が進み、相乗効果

でコードレス工具全般が堅調に推移しましたが、前期末までの住宅投資減速の影響が残り建築関連製品

が伸び悩んだことなどから、売上収益は前期比２％の減少になりました。 

 欧州地域においては、南欧、東欧の回復が進み、北欧も堅調に推移しましたが、欧州で売上構成比の

大きかったロシアが通貨安や原油安により通期で大幅に低迷したことや、為替が円高で推移したことな

どから、売上収益は前期比２％の減少になりました。 

 北米地域においては、新たなアライアンスを締結した大手ホームセンターとの取引が大幅に拡大しま

した。また、景気回復を背景として一般ルートにおいても当社が得意とする空気工具を中心に堅調に推

移し、さらには円安の影響もあり、売上収益は前期比26％の増加となりました。 

 アジア、その他の地域においては、インドは好調を持続したものの、中国経済の鈍化、通貨安、資源

安の影響により豪州や中国が減速したことなどから、売上収益は前期比９％の減少となりました。 

 その結果、当事業の売上収益は、1,367億９千７百万円（前期比４％増）となりました。営業利益に

ついては、収益性の高い先進国での積極拡販や原価低減をはじめとしたコスト削減などに努めました

が、不採算工場等の閉鎖費用やメタボ社買収関連費用の計上、為替の影響などにより、15億７千６百万

円（前期比72％減）となりました。なお、調整後営業利益は、22億７千１百万円（同65％減）となりま

した。 

 

②ライフサイエンス機器事業 

 日本においては、インフルエンザワクチン生産用連続超遠心機の受注を複数獲得したことや材料系顧

客の開拓・深耕に努めたこと、海外においては、主要代理店との連携強化やユーザー巡回による潜在需

要の掘り起しが奏功したことなどから、売上収益47億７千３百万円（前期比16％増）、営業利益10億 

６千９百万円（前期比60％増）となりました。なお、調整後営業利益は、９億９千２百万円（同49％

増）となりました。 

 

 

［次期の見通し］ 

 次期の経済環境をみますと、日本経済は、年明けからの円高・株安で景況感は悪化したものの、補正

予算による消費刺激策の執行などにより一定の景気下支えが見込まれます。北米経済は、原油安や株安

等のマイナス影響はあるものの個人消費と住宅投資が主導し回復が持続する見通しです。欧州経済は、

ロシア低迷の長期化やイギリスのＥＵ離脱リスクが懸念されますが、基調としては緩やかな回復が見込

まれます。アジア、その他の地域の経済は、引き続き高い経済成長が見込まれる地域があるものの、通

貨安や資源安で減速が続くと思われる地域もあります。 

 このような状況下、当社グループは、次のような施策を推進してまいります。 
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①電動工具事業 

 当期に決定しましたアイルランド工場の閉鎖、ブラジル販売会社の閉鎖等構造改革効果を早期に刈取

り、選択と集中により、売上規模の拡大と収益力の向上を追求できる先進国に引き続き経営資源を集中

投資してまいります。また、リソースの有効活用などによる営業体制の強化、北米大手ホームセンター

とのアライアンス強化、高容量リチウムイオン電池搭載製品やＡＣ（コード付き）ブラシレスモーター

搭載製品など競争力のある戦略製品のシリーズ拡大とグローバル市場でのさらなる拡販、サービス・フ

ァースト（お客様第一主義）に根差したＣＳ向上など各種営業施策を遂行してまいります。加えて、新

たに子会社になったメタボ社とのシナジーを早期に発現させることによって、一層の売上拡大を図って

まいります。 

 

②ライフサイエンス機器事業 

 事業推進体制の強化により、これまで以上に製販一体となった事業運営を推進してまいります。主要

取引先であるバイオ系の大学・官公庁研究施設の更新需要の獲得、新販路である材料系顧客の開拓・深

耕、バイオ系・材料系それぞれの大型展示会への出展による潜在需要の掘り起しなどの拡販策を積極的

に展開していくことにより事業規模の拡大を図ってまいります。 

 

③収益について 

 高付加価値な戦略製品を中心とした販売物量の増大や、利益の源泉である新製品の継続投入を図って

まいります。また、当期に決定しました構造改革の効果早期刈取りに加え、これまでに実施してまいり

ました国内工場の集約、欧州中央倉庫活用による在庫の圧縮等、経営効率の向上を一段と推進するな

ど、今後もあらゆる切り口でグローバルに抜本的な構造改革を推進してまいります。さらには、メタボ

社買収によるシナジーの早期発現によって、当社グループの成長力や収益力の向上を図り、業績のＶ字

回復をめざしてまいります。 

 

④連結業績予想 

 以上のような各種施策を実行することにより、次期の連結業績は為替レート１米ドル115円、１ユー

ロ125円を前提として、次のとおり見込んでおります。 

                                      （単位：百万円） 

  売上収益 
調整後 

営業利益 
営業利益 税引前当期利益 

親会社株主に帰属

する当期利益 

平成29年３月期 197,000 7,600 7,300 6,800 4,300 

 

 

（２）財政状態に関する分析 

 

①資産の部、負債の部及び資本の部の状況 

 当期末における資産の部合計は、1,910億３千３百万円であり、前期末に比べて362億９千５百万円の

増加となりました。これは主に、メタボ社子会社化により無形資産や有形固定資産が増加したことなど

によるものです。流動資産は1,255億４千１百万円であり、37億２千１百万円増加しました。これは主

に、当初計画通りに棚卸資産を削減する一方、メタボ社子会社化により増加したことなどによるもので

す。 

 負債の部合計は、801億１千４百万円であり、前期末に比べて433億２千万円増加しました。これは主

に、メタボ社子会社化に伴い短期借入金が増加したことによるものです。 

 資本の部合計は、1,109億１千９百万円であり、前期末に比べて70億２千５百万円減少しました。こ

れは主に、為替の影響等によりその他の包括利益累計額が減少したことなどによるものです。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

 営業活動によるキャッシュ・フローについては、棚卸資産の削減などにより、64億８千１百万円の収

入となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローについては、メタボ社株式の取得による支出などにより、225億

４千３百万円の支出となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローについては、メタボ社株式の取得に伴う短期借入金の増加などに

より、161億２千７百万円の収入となりました。 

 以上の結果により、現金及び現金同等物期末残高は、前期末残高から16億１千１百万円減少し、 
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300億３千４百万円となりました。 

 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 

［利益配分に関する基本方針］ 

 将来の事業計画、業績・財務状況などを総合的に勘案の上、株主への利益配分および内部留保額を決

定してまいります。また、内部留保資金につきましては、コアとなる製品、技術および合理化設備への

重点投資や事業規模の拡大、シナジー効果が期待できるＭ＆Ａのための資金など、その効率的な配分に

努めてまいります。 

 配当につきましては、経営環境の変化、将来の事業計画、業績、財務状況などを総合的に勘案すると

ともに、透明性を高め、業績との連動性をより明確にすべく、連結配当性向30～50％を目安として可能

な限り安定的な配当に努めてまいります。なお、配当回数につきましては、平成28年３月期より原則と

して年２回（基準日：９月30日、３月31日）としております。 

 

［当期・次期の配当］ 

 当期の１株当たりの配当金は、第２四半期末12円とし既に支払い済ですが、平成28年５月10日公表の

「剰余金の配当に関するお知らせ」に記載のとおり、期末配当につきましても12円を予定しておりま

す。この結果、年間配当は24円となります。なお、次期の配当につきましては、配当の基本方針に基づ

き年２回の配当としますが、配当金額は未定です。 
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２．企業集団の状況

 

 当社グループは、当社、子会社76社により構成されており、主な事業は、電動工具等の製造および販

売です。なお、上記のほか、親会社として㈱日立製作所があり、その主な事業は、情報・通信システ

ム、社会・産業システムなどの製造および販売・サービスです。 

 当社グループの主な事業の概略図は次のとおりです。 

 

 （注）１．上記概略図は、平成28年３月31日現在のものです。 

２．三京ダイヤモンド工業㈱（※1）の主な事業内容は、ダイヤモンド工具（電動工具用アク

セサリ）の製造および販売です。 

３．※2は、関係会社以外の関連当事者です。 

４．※3は、平成28年３月１日付で子会社化したmetabo Aktiengesellschaftの製造および販売

を担う主要な会社です。 
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３．経営方針

 

（１）会社の経営の基本方針 

 

 当社グループは、ユーザーニーズに適合した高性能、高品質、かつ顧客満足度の高い製品およびサー

ビスの提供を通じて社会に貢献することを経営の基本方針とし、グローバル企業として、電動工具等の

事業をワールドワイドに展開しています。また、自らも社会の一員として、「基本と正道」を旨に、コ

ンプライアンスの強化と企業倫理の徹底に努めることにより、社会から信頼される企業となることをめ

ざしています。 

 

 この基本方針の下、当社グループは、絶えず変動する経営環境の中、その環境変化を的確に捉え、積

極果敢にイノベーションを続けてまいります。サービス・ファースト（お客様第一主義）を変わらぬ基

軸としつつ、業務プロセスや組織の改革をたゆまず実施していくことで、いかなるときでも業績の向上

や事業の成長を図ることができる体制を追求し続けます。今後ますます競争が激化するマーケットにお

いて、当社グループは、グローバルでの熾烈な競争に勝ち抜き、かねてより目標に掲げてきました「世

界のメジャープレーヤー」に向かって邁進してまいります。 

 

 

（２）目標とする経営指標 

 

 「世界のメジャープレーヤー」をめざして事業規模の拡大を図る一方、継続的な事業の成長・発展を

実現するためには、収益性の追求は欠かせない要素となります。当社グループは、連結営業利益率10％

以上を目標とし、さらなる企業価値の向上のためにたゆまぬ努力を継続してまいります。 

 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題 

 

 当社グループは、ますます激化するグローバル競争に勝ち抜くための強靭な企業体質を構築すべく、

営業力、製品開発力、コスト競争力の強化等に取り組み、業績の向上をめざし様々な経営施策を積極果

敢に推進してまいります。 

 また、環境経営を重視し、製造・販売一体となった環境管理の充実を図っていくとともに、事業活動

にかかわる省エネルギー化の強力推進や環境に配慮した製品（エコプロダクツ）の積極展開、廃棄物等

の徹底削減などに取り組んでまいります。 

 

 今後の中長期的な経営戦略および対処すべき課題は、次のとおりです。 

①販売物量の増大と収益力の向上を同時に狙える先進国へ、経営資源を集中投資してまいります。各

地域の景気動向やカントリーリスクを的確に見極め、販売ルートの開拓・深耕等各種営業施策を積

極的かつタイムリーに展開することにより、事業規模の拡大を図ってまいります。 

②当社のコアであり得意分野である基盤製品の定期的なモデルチェンジの実施、ユーザーニーズを創

出する競争優位な戦略製品や他社にないイノベイティブな製品の開発推進により、収益力のある新

製品を継続的に市場投入してまいります。小型、軽量、高耐久、作業量・作業速度アップ、低振

動、低騒音、粉塵飛散軽減等、ユーザーの作業効率向上や作業環境改善を志向した製品開発を強化

し、顧客満足度の高い製品を拡充してまいります。 

③平成28年３月に子会社化したドイツ老舗電動工具メーカーの「メタボ」ブランドや経営資源を有効

活用するとともに、同社とのシナジー効果を早期に発現させていくことによって、当社グループの

さらなる業容拡大と収益力強化を図ってまいります。 

④成長分野であるリチウムイオン電池搭載製品について、電池の高容量、高電圧化の推進はもとよ

り、電池多重保護回路による電池の長寿命化を強みに、グローバルブランドとしての「リチウムの

日立」の浸透を図ってまいります。 

⑤高効率で省エネルギー、メンテナンスフリーといった多彩なユーザーメリットを有するブラシレス

モーターを搭載した製品のラインアップを強化してまいります。これまで展開してきたコードレス

工具のみならず、コード付き工具においても当社が先行するブラシレスモーター化を積極的に展開

することにより、新たに「ブラシレスの日立」のブランドイメージを確立してまいります。 

⑥主力市場においてサービス・ファースト（お客様第一主義）を一層強化・推進すべく、サービスネ

ットワークのさらなる拡充を図り、多様化するユーザーニーズへの対応を強化してまいります。 
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⑦電動工具製品と同程度の市場規模があるアクセサリ（消耗部品）分野について、新商品の投入によ

るラインアップの強化等により業容の拡大を図ってまいります。 

⑧激化する価格競争に対応し収益力の強化を図るべく、さらなる原価低減を意識した設計・開発に取

り組むとともに、生産コスト、直接材コスト、間接コストなどあらゆる面で徹底したコスト削減を

図ってまいります。 

⑨グローバル最適生産体制の追求やグローバルサプライチェーンの見直しを図ることにより、安定的

な供給体制の確立に努めるとともに、一層の信頼性向上を図るべく世界同一品質体制の構築をめざ

してまいります。 

⑩ライフサイエンス機器事業におきましては、当社の持つ高い技術力を活かした高付加価値製品を、

これまでのバイオ系顧客のみならず材料系顧客にも展開することによって新たな市場の創出を図る

とともに、高収益事業としてさらなる成長を図ってまいります。 

⑪財務面では、質・量両面での在庫の適正化、生産から販売までのグローバルサプライチェーンマネ

ジメントの改革など、より効率的にキャッシュを生み出す体制の強化を図ってまいります。 

⑫Ｍ＆Ａやアライアンスを重要な戦略の一つとして位置づけ、当社の推進している電動工具事業、ア

クセサリ事業等において、迅速に規模の拡大を図るべく引き続き検討してまいります。 

 

 

 

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループは、グローバル化への対応等を目的として、平成27年３月期の有価証券報告書に

おける連結財務諸表から国際財務報告基準（IFRS）を任意適用しております。 
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５．連結財務諸表

（１）連結財政状態計算書

（単位 百万円） 
 

   
前連結会計年度 

（平成27年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成28年３月31日） 

資産の部      

流動資産      

現金及び現金同等物   31,645 30,034 

売上債権   35,015 35,647 

棚卸資産   51,617 54,525 

その他の流動資産   3,543 5,335 

流動資産合計   121,820 125,541 

非流動資産      

有価証券及びその他の金融資産   3,746 4,486 

有形固定資産   18,248 25,551 

無形資産   5,921 30,414 

繰延税金資産   3,799 3,367

その他の非流動資産   1,204 1,674 

非流動資産合計   32,918 65,492 

資産の部合計   154,738 191,033 
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（単位 百万円）

 

   
前連結会計年度 

（平成27年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成28年３月31日） 

負債の部      

流動負債      

短期借入金   10,268 38,293 

その他の金融負債   3,144 3,942 

買入債務   10,040 10,594 

未払費用   6,667 10,024 

未払法人所得税   1,183 505 

その他の流動負債   1,481 4,084 

流動負債合計   32,783 67,442 

非流動負債      

退職給付に係る負債   3,450 8,801 

繰延税金負債   2 2,422 

その他の非流動負債   559 1,449 

非流動負債合計   4,011 12,672 

負債の部合計   36,794 80,114 

資本の部      

親会社株主持分      

資本金   17,813 17,813 

資本剰余金   21,558 21,596 

利益剰余金   79,850 79,267 

その他の包括利益累計額   11,302 4,919 

自己株式   △13,641 △13,643 

親会社株主持分合計   116,882 109,952 

非支配持分   1,062 967 

資本の部合計   117,944 110,919 

負債・資本の部合計   154,738 191,033 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

（単位 百万円） 
 

   
前連結会計年度 

（自 平成26年４月１日 
至 平成27年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成27年４月１日 
至 平成28年３月31日） 

売上収益   135,849 141,570 

売上原価   △88,166 △95,838 

売上総利益   47,683 45,732 

       

販売費及び一般管理費   △40,574 △42,469 

その他の収益   599 1,730 

その他の費用   △1,320 △2,348 

営業利益   6,388 2,645 

金融収益   291 354 

金融費用   △407 △223 

税引前当期利益   6,272 2,776 

法人所得税費用   △2,680 △1,657 

当期利益   3,592 1,119 

       

当期利益の帰属      

親会社株主持分   3,513 1,086 

非支配持分   79 33 

 

一株当たり親会社株主に帰属する当期利益(円)      

 基本   34.65 10.71 

 希薄化後   34.65 10.71 
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（連結包括利益計算書）

（単位 百万円） 
 

   
前連結会計年度 

（自 平成26年４月１日 
至 平成27年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成27年４月１日 
至 平成28年３月31日） 

当期利益   3,592 1,119 

       

その他の包括利益      

純損益に組み替えられない項目      

その他の包括利益を通じて測定する 

金融資産の公正価値の純変動額 
  159 28 

確定給付制度の再測定   866 △1,841 

純損益に組み替えられない項目合計   1,025 △1,813 

       

純損益に組み替えられる可能性がある項目      

在外営業活動体の換算差額   5,240 △4,349 

キャッシュ・フロー・ヘッジの 

公正価値の純変動額
  ― △152 

純損益に組み替えられる 

可能性がある項目合計 
  5,240 △4,501 

       

その他の包括利益合計   6,265 △6,314 

当期包括利益   9,857 △5,195 

       

当期包括利益の帰属      

親会社株主持分   9,694 △5,141 

非支配持分   163 △54 
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（３）連結持分変動計算書

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日） 

（単位 百万円） 

   

親会社株主持分 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 

その他の包括利益累計額 

その他の包 
括利益を通 
じて測定す 
る金融資産 
の公正価値 
の純変動額 

確定給付 
制度の 
再測定 

在外営業 
活動体の 
換算差額 

期首残高   17,813 21,558 78,768 25 1,008 4,090 

当期変動額              

当期利益   － － 3,513 － － － 

その他の包括利益   － － － 159 866 5,156 

当期包括利益合計   － － 3,513 159 866 5,156 

剰余金の配当   － － △2,433 － － － 

自己株式の取得及び売却   － 0 － － － － 

その他の変動額   － － 2 △2 － － 

持分所有者との取引合計   － 0 △2,431 △2 － － 

期末残高   17,813 21,558 79,850 182 1,874 9,246 

 

   

   

親会社株主 
持分合計 

非支配 
持分 

資本の部 
合計 

その他の 
包括利益 
累計額 

自己株式 

期首残高   5,123 △13,638 109,624 969 110,593 

当期変動額            

当期利益   － － 3,513 79 3,592 

その他の包括利益   6,181 － 6,181 84 6,265 

当期包括利益合計   6,181 － 9,694 163 9,857 

剰余金の配当   － － △2,433 △70 △2,503 

自己株式の取得及び売却   － △3 △3 － △3 

その他の変動額   △2 － － － － 

持分所有者との取引合計   △2 △3 △2,436 △70 △2,506 

期末残高   11,302 △13,641 116,882 1,062 117,944 
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当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日） 

（単位 百万円） 

   

親会社株主持分 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 

その他の包括利益累計額 

その他の包 
括利益を通 
じて測定す 
る金融資産 
の公正価値 
の純変動額 

確定給付 
制度の 
再測定 

在外営業 
活動体の 
換算差額 

期首残高   17,813 21,558 79,850 182 1,874 9,246 

当期変動額              

当期利益   － － 1,086 － － － 

その他の包括利益   － － － 28 △1,841 △4,262 

当期包括利益合計   － － 1,086 28 △1,841 △4,262 

剰余金の配当   － － △1,825 － － － 

自己株式の取得及び売却   － 0 － － － － 

株式報酬取引   － 38 － － － － 

その他の変動額   － － 156 △210 54 － 

持分所有者との取引合計   － 38 △1,669 △210 54 － 

期末残高   17,813 21,596 79,267 0 87 4,984 

 

   

     

親会社株主 
持分合計 

非支配 
持分 

資本の部 
合計 

 

その他の 
包括利益 
累計額 

自己株式 
キャッシュ・
フロー・ヘッ
ジの公正価値
の純変動額

期首残高   － 11,302 △13,641 116,882 1,062 117,944 

当期変動額              

当期利益   － － － 1,086 33 1,119 

その他の包括利益   △152 △6,227 － △6,227 △87 △6,314 

当期包括利益合計   △152 △6,227 － △5,141 △54 △5,195 

剰余金の配当   － － － △1,825 △41 △1,866 

自己株式の取得及び売却   － － △2 △2 － △2 

株式報酬取引   － － － 38 － 38 

その他の変動額   － △156 － － － － 

持分所有者との取引合計   － △156 △2 △1,789 △41 △1,830 

期末残高   △152 4,919 △13,643 109,952 967 110,919 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

（単位 百万円） 
 

   
前連結会計年度 

（自 平成26年４月１日 
至 平成27年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成27年４月１日 
至 平成28年３月31日） 

営業活動に関するキャッシュ・フロー      

当期利益   3,592 1,119 

       

当期利益から営業活動に関する 

キャッシュ・フローへの調整 
     

減価償却費及び無形資産償却費   2,795 3,133 

法人所得税費用   2,680 1,657 

金融収益及び金融費用   116 △131 

固定資産売却損益(△は益)   △3 △231 

売上債権の増減（△は増加）   △85 1,520 

棚卸資産の増減（△は増加）   △4,271 3,300 

買入債務の増減（△は減少）   △383 △1,619 

未払費用の増減（△は減少）   235 430

退職給付に係る負債の増減(△は減少)   △631 △685

その他   1,699 483 

小計   5,744 8,976 

利息の受取   272 254 

配当金の受取   21 24 

利息の支払   △178 △223 

特別退職金の支払   △208 － 

法人所得税の還付   319 100

法人所得税の支払   △2,381 △2,650 

営業活動に関するキャッシュ・フロー   3,589 6,481 

       

投資活動に関するキャッシュ・フロー      

有形固定資産の取得   △2,943 △2,509 

無形資産の取得   △890 △1,399 

有形固定資産の売却   6 360 

有価証券の売却   － 1,080 

子会社株式の取得による支出   － △20,173 

その他   64 98 

投資活動に関するキャッシュ・フロー   △3,763 △22,543 

       

財務活動に関するキャッシュ・フロー      

短期借入金の増減（△は減少）   △69 18,007 

配当金の支払   △2,431 △1,826 

その他   △116 △54 

財務活動に関するキャッシュ・フロー   △2,616 16,127 

       

現金及び現金同等物に係る為替変動による影響   2,515 △1,676 

現金及び現金同等物の増減   △275 △1,611 

       

現金及び現金同等物の期首残高   31,920 31,645 

現金及び現金同等物の期末残高   31,645 30,034 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

 該当事項はありません。

 

(セグメント情報) 

１．報告セグメント情報 

 事業セグメントは、独立した財務情報が入手可能であり、最高経営意思決定機関が、経営資源の配分の決定及

び業績の検討のため、定期的に評価を行う対象とする当社の構成単位であります。 

 

 当社は報告セグメントを、主に市場、製品及びサービスの性質を総合的に勘案し、下記２区分に系列化してお

ります。それぞれの報告セグメントに含まれる主な製品及びサービスは下記のとおりであります。 

 

（１）電動工具 

金工用電動工具、木工用電動工具、コードレス工具、建設用電動工具、空気工具（釘打機・ネジ打機・釘打

機用コンプレッサ）、木工機械、エンジン工具、園芸用工具、家庭用電動工具、集じん機、レーザー測定具

（墨出し器・距離計）、アクセサリ（ダイヤモンド工具、その他消耗部品） 

（２）ライフサイエンス機器 

超遠心機、冷却遠心機、小形遠心機、生産用連続超遠心機 

 

 前連結会計年度及び当連結会計年度におけるセグメント情報は、下記のとおりであります。なお、報告セグメ

ントの損益は、営業利益ベースの数値であります。

 

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日） 

（単位 百万円） 
 

 

報告セグメント 

調整額 
連結財務諸表 

計上額 電動工具 
ライフサイエ
ンス機器 

合計 

外部顧客に対する売上収益 131,731 4,118 135,849 － 135,849

セグメント間の売上収益 － － － － － 

計 131,731 4,118 135,849 － 135,849

セグメント損益 5,721 667 6,388 － 6,388

金融収益及び費用 － － － － △116

税引前当期利益 － － － － 6,272

 

当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日） 

（単位 百万円） 
 

 

報告セグメント 

調整額 
連結財務諸表 

計上額 電動工具 
ライフサイエ
ンス機器 

合計 

外部顧客に対する売上収益 136,797 4,773 141,570 － 141,570

セグメント間の売上収益 － － － － － 

計 136,797 4,773 141,570 － 141,570

セグメント損益 1,576 1,069 2,645 － 2,645

金融収益及び費用 － － － － 131

税引前当期利益 － － － － 2,776
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２．地域別情報 

 前連結会計年度及び当連結会計年度における、仕向地別の外部顧客向け売上収益は下記のとおりであります。 

 

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日） 

（単位 百万円） 
 

  日本 アジア ヨーロッパ 北アメリカ その他 合計 

売上収益 40,121 12,896 42,894 31,820 8,118 135,849 

 

当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日） 

（単位 百万円） 
 

  日本 アジア ヨーロッパ 北アメリカ その他 合計 

売上収益 39,662 12,411 42,269 40,210 7,018 141,570

 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

（１）アジア・・・・・シンガポール、中国、インド 

（２）ヨーロッパ・・・ドイツ、フランス、英国、ノルウェー、ロシア 

（３）北アメリカ・・・米国、カナダ 

（４）その他・・・・・オーストラリア 

 

 

（１株当たり情報） 

 

 基本的１株当たり親会社株主に帰属する当期利益及び希薄化後１株当たり親会社株主に帰属する当期利益 

の計算は、下記のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

（自 平成26年４月１日 
至 平成27年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成27年４月１日 
至 平成28年３月31日） 

親会社株主に帰属する当期利益（百万円） 3,513 1,086

希薄化後親会社株主に帰属する当期利益（百万円） 3,513 1,086

基本的加重平均発行済普通株式数（千株） 101,395 101,393

ストックオプションによる希薄化（千株） ― 29

希薄化後加重平均発行済株式数（千株） 101,395 101,421

１株当たり親会社株主に帰属する当期利益（円）    

 基本 34.65 10.71

 希薄化後 34.65 10.71

 

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 
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